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(54) Title: WIRELESS POWER TRANSMISSION DEVICE

(54) 発 明の名称 ：無線 電 力伝送装置

103 (57) Abstract: i s wireless power transmission device i s proviaea
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with a pair o f antennas capable o f transmitting power through a reson
ant magnetic field coupling without contact therebetween, wherein
one antenna i n the pair i s a series resonant circuit i n which the reson
ant ：frequency i s fs, while the other i s a parallel resonant circuit in

送 受 wmch the resonant ：frequency i s . The wireless power transmission
電 電 device i s also provided with an oscillator connected t o the antenna on
ァ II RF Ύ the side transmitting high-frequency power, and a control unit for con

テ trolling the transmission fequ：r ency according t o the amount o f power

ナ ナ transmitted between the antennas, fs/ i s set t o b e less than 1.

(57) 要約 ： 本発 明の無線 電 力伝送装置 は、共振磁界結合
に よ って非 接触 で電 力 を伝送 す る ことが で きる一 対の ァ
ンテナ で あ って、一方 は共振 周 波数が f s の直列 共振 回
路 で あ り、他 方 は共振 周 波数 が f p の 並列 共振 回路 で あ
る一対の ア ンテナ を備 える。 また、 この無線 電 力伝送 装
置 は、高周 波電 力 を送 る側 の ア ンテナ に接続 され た発 振
器 と、ア ンテナ 間 を伝 送 され る電 力の 大 き さに応 じて伝
送周 波 数 を制御 す る制 御部 とを備 え る。 f s f p は、
未満の値 に設定 され て いる。

0 0 Transmission frequency control unit
0 3 Oscillator
0 7 Power tmnsmission antenna

0 9 Power-receiving antenna
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明 細 書

発明の名称 ：無線電力伝送装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、共振磁界結合を利用して電力を無線で伝送する共振磁界結合型

の非接触電力技術に関する。

背景技術

[0002] 特許文献 1 は、 2 つの共振器の間で空間を介 してエネルギーを伝送する新

しい無線エネルギー伝送装置を開示 している。この無線エネルギー伝送装置

では、共振器の周辺の空間に生じる共振周波数の振動エネルギーのしみ出し

(エバネッセン卜 テール）を介 して 2 つの共振器を結合することにより、

振動エネルギーを無線 （非接触）で伝送する。

[0003] 一方で、古くから電磁誘導技術が存在する。これらの電力伝送技術が適用

される電子機器の中には、一定電圧の電力の入力を受けて、何らかの電力変

換ゃ分圧、エネルギー伝送などのプロックを経た後に、機器へ供給する電圧

を一定電圧とするよう要求するものが多い。例えばテレビなどのA V 機器に

ついて説明すると、入力はほぼ一定電圧のA C 電力を供給するコンセン卜か

ら受け、最終的に電力を消費する機器内個別回路は所定の電圧を保って動作

する。画面の輝度が変化 した場合も電流量を変化させることで対応する。こ

のように一定電圧の電力供給を電源から受け、一定電圧の電力を負荷に出力

する動作のことを以後 「定電圧動作」と記述することとする。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：米国特許出願公開第 2 0 0 8 / 0 2 7 8 2 6 4 号明細書 （図 1 2

、図 1 4 )

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0005] 特許文献 1 に記載の無線エネルギー伝送回路では、大電力伝送時から小電



力伝送時まで定電圧動作を行う際に高効率伝送特性を維持することが困難で

ある。

[0006] 本発明の実施形態は、上記の課題を解決するためになされたものであり、

その第 1の目的は、大電力伝送時だけでなく小電力伝送時も高い効率を維持

することが可能な無線電力伝送装置を提供することができる。

課題を解決するための手段
[0007] 本発明の無線電力伝送装置共振磁界結合によって非接触で電力を伝送する

ことができる一対のアンテナであって、一方は共振周波数が f s の直列共振

回路であり、他方は共振周波数が f Pの並列共振回路である一対のアンテナ

と、前記一対のアンテナのうち、高周波電力を送る側のアンテナに接続され

た発振器と、前記一対のアンテナ間を伝送される電力の大きさに応じて伝送

周波数を制御する制御部とを備え、f s f p は、 1未満の値に設定されてい

る。

発明の効果
[0008] 本発明の無線電力伝送装置によれば、共振磁界結合を利用してアンテナ間

の伝送を行う際に、例えば広い伝送電力範囲において、電力伝送装置の高効

率化を実現しうる。

図面の簡単な説明

[0009] [ 図1]本発明の無線電力伝送装置の実施形態の基本構成の一例を示す図である

[図2]本発明の無線電力伝送装置の実施形態における共振回路の結合を模式的

に示す図である。

[図3A]本発明の無線電力伝送装置の実施形態におけるアンテナ対の等価回路

の例を示す図である。

[図3B]本発明の無線電力伝送装置の実施形態におけるアンテナ対の等価回路

の他の例を示す図である。

[図4A] f s f P = 1 . 0 の場合において、伝送電力 （規格化伝送電力）と

伝送効率との関係を示すグラフである。



[ 図4B] f s / f p を結合係数 k によって定 まる最適値 （k の関数）に設定 し

た無線電力伝送装置 について、伝送効率 （規格化伝送電力） と伝送電力 との

関係の一例 を示すグラフである。

[ 図5] 最適な f s / f p と結合係数 k との関係 を示すグラフである。

[ 図6] 「D i p 率」 を説明するためのグラフである。

[ 図7A] 負荷 1 1 1 と伝送周波数制御部 1 0 0 とが接続 された実施形態 を示す

プロック図である。

[ 図7B] 発電部 1 0 3 と伝送周波数制御部 1 0 0 とが接続 された実施形態 を示

すプロック図である。

[ 図8A] 本発明の実施形態 における伝送電力の大 きさと伝送電力の周波数 との

関係の一例 を示すグラフである。

[ 図8B] 本発明の実施形態 における伝送電力の大 きさと伝送電力の周波数 との

関係の他の一例 を示すグラフである。

[ 図9A] 本発明の実施形態 における伝送電力の大 きさと伝送電力の周波数 との

関係の更に他の例 を示すグラフである。

[ 図9B] 本発明の実施形態 における伝送電力の大 きさと伝送電力の周波数 との

関係の更に他の例 を示すグラフである。

[ 図 10] 送電 アンテナおよび受電アンテナの構成例 を示す斜視図である。

[ 図 11] D i p 率 が 2 % 以下になる f s / f p の範 囲の上限 （h i g h ) 下

限 （I o w ) を規定する曲線 と最適値 （b e s t ) を規定する曲線 を記載す

るグラフである。

[ 図 12] D i p 率 が 1 % 以下になる f s / f p の範 囲の上限 （h i g h ) 下

限 （I o w ) を規定する曲線 と最適値 （b e s t ) を規定する曲線 を記載す

るグラフである。

[ 図 13] D i p 率 が 0 . 5 % 以下になる f s / f p の範 囲の上限 （h i g h )

下限 （I o w ) を規定する曲線 と最適値 （b e s t ) を規定する曲線 を記

載するグラフである。

[ 図 14] 結合係数 k に依存する基準値 を定める関数の一例 を示すグラフである



[ 図15]結合係数 k に依存する基準値を定める関数の他の例を示すダラフであ

る。

[図16]結合係数 k に依存する基準値を定める関数の更に他の例を示すグラフ

である。

[図17] f s / f p を可変にする実施形態の動作例を示すグラフである。

[図18A] k = 0 . の場合における伝送効率と伝送電力との関係を示すグラフ

である。

[図18B]図 1 8 A の伝送効率を得るときの伝送周波数と伝送電力との関係を示

すグラフである。

[図19A] k = 0 . 2 の場合における伝送効率と伝送電力との関係を示すグラフ

である。

[図19B]図 1 8 A の伝送効率を得るときの伝送周波数と伝送電力との関係を示

すグラフである。

[図20A] k = 0 . 3 の場合における伝送効率と伝送電力との関係を示すグラフ

である。

[図20B]図 1 8 A の伝送効率を得るときの伝送周波数と伝送電力との関係を示

すグラフである。

[図21A] k = 0 . 4 の場合における伝送効率と伝送電力との関係を示すグラフ

である。

[図2 1B] 図 1 8 A の伝送効率を得るときの伝送周波数と伝送電力との関係を示

すグラフである。

[図22] D i p 率と f s / f p との関係を示すグラフである。

[図23] 本発明の実施例について、 k = 0 . 3 、 f s / f p = 0 . 9 2 2 の場

合において、伝送周波数の制御を行うときの伝送効率 （wi t h f-ct r L) と、伝

送周波数の制御を行わないときの伝送効率 （w/o f-ct r L) とを示すグラフで

ある。

[図24] 比較例 1の伝送効率の伝送電力依存性を示すグラフである。



[ 図 25] 比較例 1 の伝送周波数 と伝送電力 との関係 を示 す グラフであ る。

[ 図26] 比較例 2 における伝送効率 の伝送電力依存性 を示 す グラフであ る。

[ 図27] 比較例 2 における伝送周波数 の伝送電力依存性 を示 す グラフであ る。

[ 図28] 比較例 3 お よび実施例 1 における伝送効率 の伝送電力依存性 を示 す グ

ラフであ る。

[ 図29] 比較例 3 お よび実施例 1 における伝送周波数 の伝送電力依存性 を示 す

グラフであ る。

[ 図 30] 比較例 4 、 5 における伝送周波数 の伝送電力依存性 を示 す グラフであ

る。

[ 図 3 1 ] 比較例 5 における伝送周波数 の伝送電力依存性 を示 す グラフであ る。

発明を実施するための形態

[001 0] 本 発 明の無線 電力伝送装置 の実施形態 は、 図 1 に示 され るよ うに、共振磁

界結合 によ って非接触 で高周波 （R F ) 電力 を伝送 す る ことがで きる一対 の

ア ンテナ （送電 ア ンテナ 1 0 7 お よび受電 ア ンテナ 1 0 9 ) と、 高周波電力

を送 る側 の送電 ア ンテナ 1 0 7 に接続 された発振器 1 0 3 とを備 えている。

送電 ア ンテナ 1 0 7 お よび受電 ア ンテナ 1 0 9 の一方 は共振周波数 が f s の

直列共振 回路 であ り、他方 は共振周波数 が f P の並列共振 回路 であ る。 受電

ア ンテナ 1 0 9 は、送電 ア ンテナ 1 0 7 に接触 してお らず、送電 ア ンテナ 1

0 7 か ら例 えば数 ミ リメ一 トル 〜数 十セ ンチ メー トル程度 は離 間 している。

[001 1] この無線 電力伝送装置 は、 さ らに、 ア ンテナ 1 0 7 、 1 0 9 間 を伝送 され

る高周波電力の周波数 （伝送周波数 ） を制御 す る制御部 （伝送周波数制御部

) 0 0 を備 えている。伝送周波数制御部 1 0 0 は、 ア ンテナ 1 0 7 、 1 0

9 間 を伝送 され る高周波電力の大 きさ （伝送電力） に応 じて伝送周波数 を調

整 す るよ うに構成 されている。伝送周波数 は、例 えば 5 0 H z ~ 3 0 O G H

の範 囲内で調整 され得 る。伝送周波数 は、 2 0 k H z ~ 1 O G H z の範 囲

内に設定 されて もよ く、 2 0 k H z ~ 2 0 M H z の範 囲内に設定 されて もよ

く、 2 0 k H z ~ 1 M H z の範 囲内に設定 されて もよい。 あ る実施形態 では

、伝送周波数 が 6 . 7 8 M H z に設定 され る。



[001 2] 発振器 1 0 3 は、 図示 しない電源 か ら供給 され る直流 または交流のェネル

ギ一 （電力） を受 け取 り、供給 されたエネル ギーを伝送周波数 の R F ェネル

ギ一に周波数変換 する （D C / R F 変換 も しくは A C / R F 変換）。発振器

1 0 3 は、伝送周波数制御部 1 0 0 に接続 されてお り、伝送周波数制御部 1

0 0 の働 きによ り、伝送周波数 を変化 させ る。以下、発振器 1 0 3 か ら出力

された R F エネル ギーは送電 アンテナ 1 0 7 に入力 され る。電力伝送時、送

電 アンテナ 1 0 7 と受電 アンテナ 1 0 9 は、互 いの共振器が周辺空間に形成

する共振磁界 を介 して磁 気的に結合 され る。受電 アンテナ 1 0 9 の出力部 は

負荷 に接続 され るが、受電 アンテナ 1 0 9 の後段 に周波数変換 回路 が接続 さ

れてもよい。

[001 3] 本発 明の無線電力伝送装置の実施形態 における 「アンテナ」は、放射電磁

界の送受信 を行 うための通常のアンテナではな く、共振器の電磁界の近傍成

分 （エバ ネ ッセ ン ト テール）の結合 を利用 して 2 つの物体間でエネル ギー

伝送 を行 うための要素である。共振磁界 を利用 した無線電力伝送 によれば、

電磁波 を遠方 に伝搬 させ るときに生 じるエネル ギー損失 （放射損失）が生 じ

ないため、極 めて高い効率 で電力 を伝送することが可能 になる。 このような

共振電磁界 （近接場）の結合 を利用 したエネル ギー伝送では、 ファラデーの

電磁誘導 の法則 を利用 した公知の無線電力伝送 に比べて損失が少ないだけで

はな く、例 えば数 メー トル も離れた 2 つの共振器 （アンテナ）間で高効率 に

エネル ギーを伝送することが可能 になる。

[0014] この ような原理 に基づ く無線電力伝送 を行 うには、 2 つの共振 アンテナ間

で結合 を生 じさせ る必要がある。 f s および / または f p は、伝送周波数 と

一致する必要 は無 い。共振器間の結合 に基づ き高効率 なエネル ギー伝送 を実

現 するため に、本発明の実施形態では、 f s を f p よ りも小 さな値 に設定 し

、 かつ、伝送周波数 を伝送電力 に応 じて変化 させ る。

[001 5] 図 2 は、共振周波数 が f s の直列共振 回路 2 0 0 と共振周波数 が f p の並

列共振 回路 3 0 0 との間で、結合係数 k の共振磁界結合が生 じている様子 を

模式的に示 している。



[001 6] 一般 的 に、 固有 の共振周波数 を有 す る二つの共振器 が電気的 に結合 した場

合、共振周波数 が変化 す る ことが知 られている。仮 に 2 つの共振器 の共振周

波数 が同一であ つた と して も、上記結合 によ り共振器対 と しての共振周波数

は 2 つの周波数 に分離 す る。結合共振器対 が示 す 2 つの共振周波数 の内、周

波数 が高 いもの を偶 モー ドの共振周波数 （f H ) 、 周波数 が低 いもの を奇 モ

— ドの共振周波数 （f L ) と呼ぶ。 この とき、共振器 間の結合係数 k は、以

下の式 1 で表 され る。

k = ( f H 2 - f L 2) ÷ ( f H 2+ f L 2) (式 1 )

[001 7] 結 合 が強 いほ ど、 k は大 きな値 とな り、 2 つの共振周波数 の分離量 が増 大

す る。本発 明の実施形態 では、 k の値 を比較 的低 い値、 すなわち、 0 < k

0 . 5 の範 囲内に、 好 ま しくは 0 . 1 k 0 . 5 の範 囲内に設定す る。 k

の値 は 0 . 5 を超 えて もよいが、 k の値 を 0 . 5 以 下 に設定す る ことによ り

、送受 ア ンテナ間の距離 の増 大や、送受 ア ンテナ間のサ イズ非対称性 な ど、

共振磁 界結合方式な らではの効果 を顕著 に得 る ことが可能 にな る。

[001 8] 図 3 A は、送電 ア ンテナ 1 0 7 が直列共振 回路 であ り、 受電 ア ンテナ 1 0

9 が並列共振 回路 であ る構成例 の等価 回路 図であ る。 図 3 A の構成例 におけ

る送電 ア ンテナ 1 0 7 は、 第 1 ィ ンダクタ 1 0 7 a お よび第 1 容量素子 1 0

7 b が直列 に接続 された直列共振 回路 であ り、 受電 ア ンテナ 1 0 9 は第 2 ィ

ンダクタ 1 0 9 a お よび第 2 容量素子 1 0 9 b が並列 に接続 された並列共振

回路 であ る。送電 ア ンテナ 1 0 7 の直列共振 回路 は寄生抵抗成分 R を有 し

、 受電 ア ンテナ 1 0 9 の並列共振 回路 は寄生抵抗成分 R 2 を有 している。本

発 明の無線 電力伝送装置 の実施形態 では、送電 ア ンテナ 1 0 7 お よび受電 ァ

ンテナ 1 0 9 が、 直列共振 回路 および並列共振 回路、 とい う非対称 な組み合

わせで構成 されている。本発 明は、 図 3 B に示 す よ うに、送電 ア ンテナ 1 0

7 が並列共振 回路 であ り、 受電 ア ンテナ 1 0 9 が直列共振 回路 であ って もよ

し、。 k の値 を 0 . 5 以 下 に設定 し、送電 ア ンテナ を直列共振 回路、 受電 ア ン

テナ を並列共振 回路 に構成 す る ことによ り、 電力伝送後 の受電電圧 を上昇 さ

せ る とい う効果 を顕著 に得 る ことも可能 とな る。 また、 k の値 を 0 . 5 以 下



に設定 し、送電アンテナを並列共振回路、受電アンテナを直列共振回路 に構

成することによ り、電力伝送後の受電電圧 を降下させるという効果 を顕著 に

得 ることも可能 となる。

[001 9] 本明細書では、並列共振回路の共振周波数 f p に対する直列共振回路の共

振周波数 f s の比率 f s / f p を 「共振周波数比」 と称することにする。本

発明者 は、共振周波数比 f s / f p を 1 . 0 に等 しく設定 した場合、伝送電

力に依存 して伝送効率が低下する問題が存在することを見出 した。図 4 A は

、 この問題 を示すグラフである。 このグラフは、 f s / f p = 1 . 0 の場合

において、伝送電力 と伝送効率 との関係 を示 している。図のグラフの横軸 は

、ある伝送電力の値 によって規格化 された伝送電力 （規格化伝送電力 ：単位

は％ ) である。規格化 に用いる値 は、任意であるが、例 えば伝送 される電力

の最大値が使用され得 る。本明細書では、 この 「規格化伝送電力」を簡単 に

「伝送電力」 と称する場合がある。図 4 A の例では、規格化 された伝送電力

が約 5 0 % の とき、伝送効率の顕著な低下が観察 される。 このような伝送効

率の落ち込みを D i p と称する。本発明者 は、 f s / f p を、結合係数 にに

応 じて選択 された特定範囲内の値 に設定することによ り、伝送電力の変化 に

起因する伝送効率の低下を低減で きることを見出 した。 また、伝送電力に応

じて伝送周波数 を変化 させるときの伝送電力 と伝送周波数 との関係 は、結合

係数 k に依存 して変化する基準値 と f s / f p の値 との大小関係 によって変

化 させることが好 ま しいことを見出 し、本発明を完成 した。

[0020] 図 4 B は、 f s / f p を、結合係数 k によって定 まる最適値 （k の関数）

に設定 した無線電力伝送装置 について、伝送効率 と伝送電力 との関係の一例

を示すグラフである。図 4 B の例では、伝送電力によ らず伝送周波数 を一定

に固定 している。図 4 A の曲線 （破線） と図 4 B の曲線 （実線） との比較か

ら明 らかなように、 f s / f p を結合係数 k に応 じて選択 された最適値 に設

定することによ り、伝送電力の変化 に起因する伝送効率低下を抑制すること

が可能 になる。 しか し、本発明者 は、 f s / f p が、結合係数 k に応 じて選

択 された最適値 （k の関数）か ら外れている場合 に、伝送電力に応 じて伝送



周波数 を調整することを見出 した。

[0021 ] 以下、 f s / f p と結合係数 k との関係 を説明する。

[0022] まず、図 5 を参照する。図 5 は、横軸が結合係数 k 、縦軸が共振周波数比

f s / f p のグラフである。実線の曲線は、以下の式 2 で表 される二次式で

ある。

f s / f p = F ( k )

= - 0 . 6 0 7 4 X k 2 + 0 . 0 4 6 6 X k + 0 . 9 9 5 5 (式 2 )

[0023] 上記の式 2 は、結合係数 k が与え られたときの最適 （b e s t ) な f s /

f p を与える。 ここで、 「最適」の意味は、 f s / f p を変化させたとき、

図 4 A に示されるような伝送効率の局所的低下が最も小さ くなることである

。 「最適」は、伝送効率の局所的低下が全 く生 じないことを意味するわけで

はない。

[0024] ここで、伝送効率低下の程度 を評価するため、 「D i p 率」 という値 を導

入する。図 6 は、 「D i p 率」を説明するためのグラフであ り、図 4 A の曲

線 （破線）および図 4 B の曲線 （実線）の両方を記載 している。伝送効率が

局所的に低下する D i p 部分を有する曲線 について、伝送効率が局所的に最

小になる伝送電力を P D、伝送電力 P D における伝送効率 を P L とする。 ま

た、 f s / f p が最適化された場合の曲線 について、伝送電力 P D における

伝送効率 を P U とする。 このとき、 D ί p 率 は、 P U — P L によって表現 さ

れる。 D i p 率 は 0 % であることが最も好ま しい （b e s t ) が、 0 % であ

る必要はない。

[0025] 本発明の実施形態によれば、与え られた k によって決 まる基準値 （k の関

数） と f s / f p との大小関係 に応 じて、伝送周波数 と伝送電力 との関係 を

変化させる。 この基準値の好適な一例は、式 2 の二次式で表 される関数 F (

k ) によって定め られる。 f s / f p が F ( k ) か ら外れている場合、伝送

電力に応 じて伝送周波数 を適切 に調整することにより、 D i p 率 を小さ くす

ることができる。 ここで、与え られた k の大 きさは、 「設計によって予め設

定された k の大 きさ」、 「アンテナを設置 した後、直接 に測定された k の大



きさ」、および 「アンテナを設置 した後、 k に依存 して変化する物理的パラ

メータを測定または観測することによって推定された k の大きさ」を含むも

のとする。

[0026] 図 1 に示される例では、発振器 1 0 3 に接続された伝送周波数制御部 1 0

0 が、アンテナ間の伝送電力の大きさに応 じて伝送周波数を制御する。伝送

周波数の変化を説明する際の分かりやすさのため、基準となる周波数 f 0 を

導入する。ここで、周波数 f Oは、 f s / f p が最適化された場合において

、伝送電力が最大値における伝送電力の周波数である。

[0027] 本実施形態では、図 5 に示す曲線、すなわち式 2 で定義される関数 F ( k

) が、結合係数 k に依存する基準値であるものとする。 したがって、本実施

形態における伝送周波数制御部 1 0 0 は、f s / f p の値が図 5 の曲線よりも

上側に位置するか、下側に位置するかによって伝送周波数の伝送電力依存性

を変更することができる。なお、f s / f p の値が図 5 の曲線上に位置する場

合は、伝送周波数を伝送電力に依 らず一定に保持 してもよい。

[0028] f s / f p が関数 F ( k ) を超える場合、本実施形態の伝送周波数制御部 1

0 0 は、アンテナ 1 0 7 、 1 0 9 間を伝送される電力が基準値 P 1 よりも高

いとき、伝送周波数を周波数 f 0 よりも高い第 1周波数範囲内の値に設定す

る。そして伝送電力が基準値 P 1 よりも低いときは、伝送周波数を第 1周波

数範囲よりも低い第 2 (電力条件 （範囲）における）周波数範囲内の値に設

定する。この基準値 P 1 は、最大伝送電力 P m a X よりも低 く設定された値

であり、好ましくは、最大伝送電力 P m a X の4 0 %以上 8 0 %以下の範囲

に設定され得る。伝送電力を最大伝送電力 P m a X よりも十分に低 くすると

きは、送受アンテナ間の共振磁界の結合モー ドを切 り替えることにより、伝

送効率を高く維持することが可能になる。

[0029] —方、f s / f p の値が関数 F ( k ) よりも小さい場合、本実施形態におけ

る伝送周波数制御部 1 0 0 は、伝送電力が基準値 P よりも低いとき、伝送

周波数を、周波数 f pよりも高い第 1周波数範囲内の値に設定する。そして、

伝送電力が基準値 P 1 よりも高いときは、伝送周波数を、第 1周波数範囲よ



りも低い第 2 周波数範囲内の値 に設定する。

[0030] 伝送周波数制御部 1 0 0 は、例えば、発振器 1 0 3 の発振周波数 を制御す

るための信号 （例えば周波数可変のパルス列）を生成 し、発振器 1 0 3 に入

力する。本実施形態では、図 7 A に示すように、受電アンテナ 1 0 9 の出力

は負荷 1 1 1 に接続 されている。 この負荷 1 1 1 の状況 （例えば消費される

電力）に応 じて、送電アンテナ 1 0 7 か ら受電アンテナ 1 0 9 に伝送すべ き

電力の大 きさが変化 し得 る。図 7 A の例では、負荷 1 1 1 が必要 とする伝送

電力の大 きさを示す情報 または信号が、負荷 1 1 1 か ら制御部 1 0 0 に与え

られる。 これに応答 して、制御部 1 0 0 は発振器 1 0 3 の発振周波数 を増減

させることができる。 この結果、伝送電力の周波数が制御 されることになる

[0031 ] また、本発明の別の実施形態では、図 7 B に示すように、発振器 1 0 3 が

発電部 1 0 2 に接続 され、周波数制御部 1 0 0 は発電部 1 0 2 の状況に応 じ

て発振器 1 0 3 の発信周波数 を変化させることができる。発電部 1 0 2 は、

例えば太陽電池などの発電素子を含んでいる。発電部 1 0 2 か ら発振器 1 0

3 に供給 される電力は、発電部 1 0 2 の状況に応 じて変化 し得 る。例えば、

太陽電池が受ける太陽光の量に応 じて発生する電力が変化 し得 る。 このため

、送電アンテナ 1 0 7 か ら受電アンテナ 1 0 9 に伝送すべ き電力の大 きさも

変化 し得 る。図 7 B の例では、発電部 1 0 2 で発電される電力、すなわち伝

送電力の大 きさを示す情報 または信号が、発電部 1 0 2 か ら制御部 1 0 0 に

与え られる。 これに応答 して、伝送周波数制御部 1 0 0 は発振器 1 0 3 の発

振周波数 を増減 させることができる。 この結果、伝送周波数が制御 されるこ

とになる。

[0032] 後述するように、伝送効率 を低下させないように伝送周波数 を伝送電力に

応 じて変化させるときの伝送周波数の伝送電力依存性は、 f s f P の値 と結

合係数 k とによって異なる。伝送電力の大 きさと伝送周波数 との関係は、予

め実験などに基づいて決定され、無線電力伝送装置 または負荷 に設けられた

メモ リに記録 されていてもよい。 また、伝送電力の大 きさと伝送周波数 との



関係は、実際の電力伝送中に、伝送効率に基づいて決定されてもよい。一般

に、 f s f pの値は、送電アンテナ 1 0 7 および受電アンテナ 1 0 9 を製造

するときに所定の大きさ （設計値）に設定されるが、f s / f p の実際の値は

、設計値からずれている可能性がある。 したがって、無線電力伝送装置の設

置後におけるf s / f の正確な値は不明になることがあり得る。そのような

場合は、無線電力伝送装置の設置後に、実際に無線で電力を伝送 し、 D i p

率が充分に小さくなるような伝送電力と伝送周波数との関係を決定すればよ

い。

[0033] 図 8 A は、f s f p の値が結合係数 k に依存する基準値以上の場合におけ

る、伝送する電力の強度と周波数との関係の一例を示すグラフである。図 8

A は、 f s f Pの値が結合係数 k に依存する基準値を超える場合において、

D i p 率を小さくすることが可能な関係の一例を模式的に示 している。図示

される例では、第 1周波数範囲での周波数は周波数 f 0 よりも高く設定され

る この例では、第 1周波数範囲は、周波数 f 0 から偶モー ド共振周波数 f

H までの範囲であり、第 2 周波数範囲は、奇モー ド共振周波数 f L から周波

数 f 0 までの範囲である。偶モ一 ドおよび奇モ一 ドの共振周波数 f H、 f L

は、前述 した通りである。

[0034] 制御部 1 0 0 は、伝送電力が基準値 P よりも高い値から前記基準値 P

よりも低い値に変化 したとき、または、前記電力が前記基準値 P 1 よりも低

い値から前記基準値 P 1 よりも高い値に変化 したとき、伝送周波数を、前期

第 1周波数範囲内の値と前記第 2 周波数範囲内の値との間でホッピングさせ

る。制御部 1 0 0 は、上記伝送周波数のホッピング制御によって一対のアン

テナ間を結合する共振磁界のモ一 ドを偶モ一 ドと奇モ一 ドとの間で切 り替え

る。

[0035] 伝送電力と伝送周波数との関係は、図 8 A の例に限定されない。図 8 B は

、より複雑な関係の一例を示 している。この例によれば、制御部 1 0 0 は、

伝送電力が基準値 P と、基準値 P よりも低い第 2 の基準値 P 2 との間に

あるとき、伝送周波数を、周波数 f 0 よりも低い周波数 f 2 以下の値に設定



する。そして、制御部 1 0 0 は、伝送電力が第 2 の基準値 P 2 よりも低いと

きは、伝送周波数を周波数 f 2 よりも高い値に設定する。伝送電力が充分に

低いとき、例えば最大の伝送電力 P m a X の 1 0 %以下のとき、伝送周波数

は周波数 f 0 にほぼ等 しく設定され得る。

[0036] 伝送電力の大きさと伝送周波数との関係、および基準値 P 1、 P 2 などの

値は、与えられた伝送電力の大きさのもとで伝送効率を最適化する伝送周波

数を決定することによって得 られる。伝送電力の大きさと伝送周波数との関

係の具体例については、後に詳 しく説明する。なお、一対のアンテナの結合

係数 k は、電力伝送中に一定に維持され得る。

[0037] 図 8 A または図 8 B に示される例は、特に、f s / f p が 1 に近い場合に採

用され得る。前述 したように、f s / f p が式 2 の曲線上にある場合は、伝送

周波数を伝送電力に応 じて変化させる必要はない。このため、 f s Z f pが式

2 の曲線に近い値を有 している場合は、図 8 A または図 8 B に示されるよう

に伝送周波数を変化させる必要はない。

[0038] 次に、伝送電力の大きさと伝送電力の周波数との関係の他の一例を説明す

る。図 9 A は、f s / f p の値が結合係数 k に依存する基準値未満の場合にお

ける、伝送する電力の強度と周波数との関係の一例を示すグラフである。f s

/ f p の値と結合係数 k に依存する基準値との大小関係に応 じて、制御部 1 0

0 による伝送周波数のホッビングの形態が異なる。図 9 A の例では、制御部

0 0 は、伝送電力が基準値 P よりも高い値から前記基準値 P よりも低

い値に変化 したとき、伝送周波数を第 2 周波数範囲内の値から第 1周波数範

囲内の値に上昇させる。一方、伝送電力が前記基準値 P 1 よりも低い値から

前記基準値 P 1 よりも高い値に変化 したとき、制御部 1 0 0 は、伝送周波数

を第 1周波数範囲内の値から第 2 周波数範囲内の値に低下させる。 f s f P

の値が結合係数 k に依存する基準値未満の場合における伝送電力の大きさと

伝送周波数との関係は、図 9 A の例に限定されない。図 9 B は、より複雑な

関係の一例を示 している。

[0039] 伝送電力の大きさと伝送周波数との関係、および基準値 P 1、 P 2 などの



値は、与え られた伝送電力の大 きさのもとで伝送効率 を最適化する伝送周波

数 を決定することによって得 られる。伝送電力の大 きさと伝送周波数 との関

係の具体例 については、後 に詳 しく説明する。なお、一対のアンテナの結合

係数 k は、電力伝送中に一定に維持され得 る。

[0040] 無線電力伝送装置においては、伝送電力 P が最大 （P m a x ) となる動作

条件において、高い伝送効率がされるべ きであることはいうまでもないが、

伝送電力を低減 した伝送条件においてもやは り効率は高 く維持されるべ きで

ある。更に、伝送電力が P = P m a X の場合も、 P ≠ P m a x の場合でも、

定電圧動作を行 うことができる。そこで、 P = P m a X の条件での入出力ィ

ンピ一ダンス Ζ ί η ( P = P m a x ) 、 Z o u t ( P = P m a x ) と任意の

伝送電力 P伝送時の入出力インピーダンス Z i n 、 Z o u t の間には、以下

の関係が成立する。

Z i n = Z i n ( P = P m a x ) X ( P m a x ÷ P ) (式 3 )

Z o u t = Z o u t ( P = P m a x ) X ( P m a x ÷ P ) (式 4

)

[0041 ] すなわち、定電圧動作中、入出力インピーダンスは伝送電力に反比例 して

変化する。 この条件下において、広い伝送電力範囲で伝送効率 を高 く維持す

ることができる。本発明の無線電力伝送装置の実施形態における伝送周波数

f t r は、電力の伝送量に応 じて周波数 f L よ り大 きく f H よ り小さい範囲

内で可変制御 される。

[0042] なお、 この現象は、直列共振回路 と並列共振回路 という非対称な共振回路

構造の組み合わせで送受アンテナを構成 した場合に限定される。すなわち、

送受アンテナが共に直列共振回路対や並列共振回路対で構成 された場合は、

本願発明の実施形態の効果は発現 しない。 また、送受アンテナが共に、外部

回路か ら電磁誘導原理 を利用 してエネルギー給電を受ける回路構成 （電磁誘

導給電型 と以下記述）の場合も、本願発明の実施形態の効果は発現 しない。

更には直列共振回路 と電磁誘導給電型、並列共振回路 と電磁誘導給電型、の

ハイプ リッ ドな組み合わせの共振器対においても、本願発明の実施形態の効



果は発現 しない。

[0043] P 1 の値は、例えば P m a X の4 0 %から8 0 %程度の電力値に設定され

得る。ただ し、 P 1 の値は、この範囲内に限定されず、状況に応 じて上記の

範囲から外れてもよい。

[0044] 伝送周波数の可変制御は、発振器 1 0 3 の発振周波数を制御することによ

り、容易に実現できる。

[0045] 電力伝送中、送電アンテナと受電アンテナ間の結合係数 k がほぼ一定に維

持されることが望ましい。電力伝送中に結合係数 k が大きく変動すると、定

電圧動作を高い効率で実現することが困難になるからである。

[0046] 発振器 1 0 3 には、 D級、 E級、 F 級などの、高効率且つ低歪な特性を実

現できる増幅器を用いることができるし、 ドハ一ティ増幅器を用いてもよい

。ィンバ一タ回路など歪成分を含む出力信号を発生するスィツチング素子の

後段に、低域通過フィルタまたは帯域通過フィルタを配置することにより、

正弦波を高効率に生成 してもよい。この際、無線伝送部が帯域通過フィルタ

の機能を兼用 してもよい。 A C 入力から高周波出力を行う周波数変換回路で

あってもかまわない。いずれにしろ発振器に入力された電力はR F エネルギ

—に変換される。このR F エネルギーは、無線伝送部により、空間を介 して

非接触に伝送され、出力端子から出力される。

[0047] 回路プロック間でのR F エネルギーの多重反射を抑圧 し、総合伝送効率を

改善するためには、受電アンテナ 1 0 9 の出力端子が負荷に接続された状態

において、発振器 1 0 3 から出力されるR F エネルギーの出力インピーダン

スZ o c と送電アンテナ 1 0 7 の入力インピーダンスZ i n とを等 しくする

ことができる。また、同様に、発振器 1 0 3 が送電アンテナ 1 0 7 に接続さ

れた状態で、受電アンテナの出力インピーダンスZ o u t が、接続される負

荷の抵抗値 R と等 しくすることができる。

[0048] なお、本明細書において、 2 つのインピーダンスが 「等 しい」とは、イン

ピ一ダンスが厳密に一致する場合に限られず、 2 つのインピーダンスの差異

が、大きい方のインピーダンスの 2 5 %以下である場合を含むものと定義す



る。

[0049] 本実施形態における無線電力伝送の効率は、送電アンテナ 1 0 7 と受電ァ

ンテナ 1 0 9 との間隔 （アンテナ間隔）や、送電アンテナ 1 0 7 と受電アン

テナ 1 0 9 を構成する回路素子の損失の大 きさに依存する。なお、 「アンテ

ナ間隔」 とは、実質的に 2 つのインダクタ 1 0 7 a 、 1 0 9 a の間隔である

。 アンテナ間隔は、 アンテナの配置エ リアの大 きさを基準 に評価することが

できる。

[0050] 実施形態において、第 1 インダクタ 1 0 7 a および第 2 インダクタ 1 0 9

a は、図 1 0 に斜視模式図を示 したように、いずれも平面状 に広がって形成

される。インダクタの外形形状は任意に選択 しうる。すなわち、正方形や円

形だけでな く長方形、楕円形状なども選択 しうる。 ここで、 アンテナの配置

エ リァの大 きさとは、サイズが相対的に小さなアンテナの配置エ リァの大 き

さを意味 し、 アンテナを構成するインダクタの外形が円形の場合はィンダク

夕の直径、正方形の場合はインダクタの一辺の長さ、長方形の場合はインダ

クタの短辺の長さとする。

[0051 ] 本実施形態における第 1 インダクタ 1 0 7 a および第 2 インダクタ 1 0 9

a は、それぞれ、巻数 N 1、 N 2 のスパイラル構造を有 している （N 1 > 1

、 N 2 > ) が、巻数が 1 のループ構造を有 していてもよい。 これ らのイン

ダクタ 1 0 7 a 、 1 0 9 a は、一層の導電体パターンか ら構成 されている必

要は無 く、積層された複数の導電体 《ターンを直列に接続 した構成 を有 して

いてもよい。

[0052] 第 1 インダクタ 1 0 7 a 、第 2 インダクタ 1 0 9 a は、良好な導電率 を有

する銅や銀などの導電体か ら好適に形成 され得 る。 R F エネルギーの高周波

電流は、導電体の表面を集中 して流れるため、発電効率 を高めるため、導電

体の表面を高導電率材料で被覆 してもよい。導電体の断面中央に空洞を有す

る構成か らインダクタ 1 0 7 a 、 1 0 9 a を形成すると、軽量化を実現する

ことができる。更に、 リッッ線などの並列配線構造を採用 してインダクタ 1

0 7 a 、 1 0 9 a を形成すれば、単位長さ辺 りの導体損失を低減できるため



、直列共振回路、および並列共振回路のQ値を向上させることができ、より

高い効率で電力伝送が可能になる。

[0053] 製造コス トを抑制するために、インク印刷技術を用いて、配線を一括 して

形成することも可能である。第 1 ィンダクタ 1 0 7 a および/ または第 2 ィ

ンダクタ 1 0 9 a の周辺に磁性体を配置 してもよい。インダクタ 1 0 7 a 、

1 0 9 a の間の結合係数を適度な値に設定できる空芯スパイラル構造を有す

るインダクタを用いることができる。

[0054] 第 1、第 2 容量素子 1 0 7 b 、 1 0 9 b には、例えばチップ形状、 リ一ド

形状を有する、あらゆるタイプのキャパシタを利用できる。空気を介 した 2

配線間の容量を第 1、第 2 容量素子 1 0 7 b 、 1 0 9 b として機能させるこ

とも可能である。第 1、第 2 容量素子 1 0 7 b 、 1 0 9 b をM I Mキャパシ

夕から構成する場合は、公知の半導体プロセスまたは多層基板プロセスを用

いて低損失の容量回路を形成できる。

[0055] 送電アンテナ 1 0 7 および受電アンテナ 1 0 9 の各々を構成する共振器の

Q値は、システムが要求するアンテナ間電力伝送の伝送効率、及び結合係数

k の値にも依存するが、好ましくは 1 0 0 以上、更に好ましくは 2 0 0 以上

、更に好ましくは 5 0 0 以上、更に好ましくは 1 0 0 0 以上に設定される。

高いQ値を実現するには、上述 したようにリッッ線の採用が効果的である。

[0056] 以上の実施形態において、図 8 A に示すように伝送周波数を変化させるか

、あるいは、図 9 A に示すように伝送周波数を変化させるかは、上記の式 2

の関数 F ( k ) によって定まる基準値と f s / f p とを比較 して決定 してい

るが、 k の関数である基準値は、式 2 に限定されない。以下、この点を説明

する。

[0057] まず、前述 したように、伝送周波数を伝送電力によらず一定に保持する場

合、 f s / f p の値が式 2 の二次式で定まる基準値に近づくほど、 D ί p 率

が低減する。このD ί ρ 率は、 f s / f p の値と基準値との差異が僅かであ

れば、十分に小さく抑えられる。このため、式 2 に近い関数によって、伝送

周波数の変化のモ一 ドを区分けしてもよい。



[0058] 図 1 1 は、 f s / f p が 1 より小さい場合において、 D ί p 率が 2 %以下

になる f s / f p の範囲の上限 （h i g h ) 下限 （l o w ) を規定する曲

線と最適値 （b e s t ) を規定する曲線を記載するグラフである。以下の式

5 a 、 5 b の関係を満たすように f s および f p が設定されているとき、 D

i P率を2 %以下に低減でき、且つ f s / f p = 1 とした従来構成よりも低

D i p 率の電力伝送を実現できる。

0 . ≤ k < 0 . 2 9 の場合

—0 . 7 3 0 9 X k2 - 0 . 0 2 6 9 x k + 0 . 9 8 6 2 ≤ f s / f p < 1

(式 5 a )

0 . 2 9 ≤ k ≤ 0 . 5 の場合、

- 0 . 7 3 0 9 X k2 - 0 . 0 2 6 9 x k + 0 . 9 8 6 2 ≤ f s / f p < 0 .

0 8 X k2- 0 . 3 5 7 X k+ . 0 9 4 4 (式 5 b )

なお、 k = 0 . 2 9 は、図 1 1 の 2 % ( h i g h ) の曲線が f s f P = 1

と交わる点である。

[0059] 図 1 2 は、 f s f Pが 1 より小さい場合において、 D i p率が 1 %以下

になる f s / f p の範囲の上限 （h i g h ) 下限 （l o w ) を規定する曲

線と最適値 （b e s t ) を規定する曲線を記載するグラフである。また、本

願の構成が f s / f p = 1 の構成に対 してD i p 率に関 して特性が改善する

下限を規定する曲線 （下限）も記載されている。以下の式 6 a 、 6 b の関係

を満たすように f s および f p が設定されているとき、 D i p 率を 1 %以下

に低減でき、且つ f s / f p = とした従来構成よりも低 D i p 率の電力伝

送を実現できる。

0 . ≤ k < 0 . 2 1 の場合

—0 . 7 3 4 8 X k2+ 0 . 0 8 7 X k+ 0 . 9 8 8 9 ≤ f s / f p <

(式 6 a )

0 . ≤ k ≤ 0 . 5 の場合、

- 0 . 7 3 4 8 X k2+ 0 . 0 8 7 x k+ 0 . 9 8 8 9 ≤ f s / f p < - 0 .

5 3 7 7 X k2+ 0 . 0 0 8 X k+ . 0 0 0 6 (式 6 b )



なお、 k = 0 . 2 1 は、図 1 2 の 1 % ( h ί g h ) の曲線が f s f P = 1

と交わる点である。

[0060] 図 1 3 は、 f s / f p が 1 よ り小さい場合において、 D ί p 率が 0 . 5 %

以下になる f s f Ρ の範囲の上限 （h i g h ) 下限 （I o w ) を規定す

る曲線 と最適値 （b e s t ) を規定する曲線 を記載するグラフである。 また

、本願の構成が f s / f p = の構成 に対 して D i p 率 に関 して特性が改善

する下限を規定する曲線 （下限）も記載 されている。以下の式 7 a 、 7 b の

関係 を満たすように f s および f p が設定されているとき、 D i p 率 を 0 .

5 % 以下に低減できる。

0 . ≤ k < 0 . 5 の場合、

— 0 . 7 2 4 2 X k2+ 0 . 0 3 2 9 X k + 0 . 9 8 9 4 ≤ f s / f p < 1

(式 7 a )

0 . 5 ≤ k < 0 . 5 の場合、

- 0 . 7 2 4 2 X k2+ 0 . 0 3 2 9 X k + 0 . 9 8 9 4 ≤ f s / f p < - 0

. 5 8 3 X k2+ 0 . 0 6 0 3 x k + . 0 0 6 (式 7 b )

なお、 k = 0 . 1 5 は、図 1 3 の 0 . 5 % ( h ί g h ) の曲線が f s / f p

= と交わる点である。

[0061 ] このように、 f s / f p が式 2 の二次式で表 される関数 F ( k ) に一致 し

ない場合であっても、 f s / f p が図 1 1 か ら図 1 3 の各々に示される上限

および下限の間にあれば、伝送周波数が一定でも、 D i p 率 を比較的小さ く

抑制することは可能である。

[0062] したがって、結合係数 k の関数が、図 1 1 か ら図 1 3 の各々に示される上

限および下限の間にあれば、 「k によって定まる基準値」 と して使用するこ

とが可能になる。基準値 を規定する関数は、例えば、図 1 4 に示すように結

合係数 に応 じて直線的に変化する関数、図 1 5 に示すように式 2 で示される

曲線 とは厳密に一致 しない関数、あるいは、図 1 6 に示すように結合係数変

動に対 し階段状 に変化する関数であってもよい。 これ らの図に示されるよう

に、基準値 を規定する関数は、結合係数 k が増加するとき、単調 に減少する



単調減少関数であり得る。

[0063] なお、無線電力伝送装置の設置後でも、送電アンテナ 1 0 7 および/ また

は受電アンテナ 1 0 9 の共振周波数を可変に調整することが可能である。 f

s f Pの値は、アンテナ 1 0 7 、 1 0 9 におけるインダクタンスおよびキ

ャパシタタンスを種々の値に設計することによつて調節することが可能であ

る。

[0064] しか しながら、送電アンテナ 1 0 7 および受電アンテナ 1 0 9 を構成する

回路要素の特性には部品間でばらつきが発生 し得る。そのため、 f s / f p

の値が設計値からシフ トすることが起こり得る。そのような場合、無線電力

伝送装置の設置後における結合係数 k の実際の値と f s / f p の実際の値と

の大小関係は、無線電力伝送装置の設置後に決定 してもよい。

[0065] 上述 したように、結合係数 k で定まる基準値と f s / f p の値との間の大

小関係が不明な場合は、図 8 A および図 9 A の少なくとも一方のパターンで

伝送周波数を変化させながら実際に無線電力伝送を行うことができる。そし

て、実際に行った無線電力伝送の際に伝送効率を測定 し、伝送効率が最も高

くなる伝送周波数の制御パターンを求めてもよい。伝送効率は、例えば、負

荷の受電電力と発電部の送電電力の比に基づいて計算され得る。このように

、 f s / f p と結合係数 k とが既知でない場合でも、伝送周波数と伝送電力

との間にある、より好ましい関係を決定することができる。

[0066] なお、 「伝送効率が最も高くなる伝送周波数の制御パターン」は、無線電

力伝送装置が取り得る伝送電力範囲の全てで動作させなくても、あらか じめ

設定された P 前後の一部の伝送電力範囲のみを用いた試験動作で判断 して

も良い。例えば、図 8 A のパターンで伝送周波数を変化させることが最適で

ある場合、伝送電力 P より例えば 1 0 %低い電力を送りながら伝送周波数

を低減すると伝送効率の改善が確認できる。また、例えば、図 9 A のバタ一

ンで伝送周波数を変化させることが最適である場合、伝送電力 P より例え

ば 1 0 %低い電力を送りながら伝送周波数を低減すると伝送効率の劣化が確

認できる。伝送電力範囲の全域を用いず、電力 P 1 と異なる電力値で試験動



作を行 うことで調整工程がより簡便になる。試験動作を行 う電力値を電力 P

より低い値に設定することが、省電力化できる。

[0067] また、送受アンテナの共振周波数設定に可変周波数制御機能を持たせるこ

とにより、 f s / f p の比は任意に調整可能である。

[0068] 次 に、図 1 7 を参照 しなが ら、送受アンテナの可変周波数制御の採用によ

り、より高い効率で電力伝送を実現する方法を説明する。

[0069] 第 1 工程 として、伝送電力 P を図 8 A または図 9 A に示す電力 P 1 の近傍

の値 P 3 に固定 し、試験的に無線電力伝送を行いなが ら、伝送周波数を細か

く掃引する。 こうして、固定 した電力値 P 3 での最大伝送効率 h m a X ( P

3 ) を把握する。

[0070] 次 に第 2 工程 として、送受アンテナの共振周波数比 f s / f p を初期値か

ら変更する。送受アンテナの少な くともいずれかに共振周波数可変制御機能

を与えてお くことにより、無線電力伝送装置の設置後であっても、 f s / f

P を調整することができる。例えば、送受アンテナの少な くとも一方の共振

周波数を変化させることにより、初期条件では図 1 7 の点 A に位置 していた

f s / f が点 B へ移動 したとする。第 3 工程では、 f s / f p 条件を点

B 1 に固定 したまま、上述の第 1 工程 と同様の試験を行 う。その結果、点 B

1 に位置する f s / f p の条件で、電力値 P 3 における最大伝送効率 h m a

x ( P 3 ) を把握できる。

[0071 ] 第 4 工程では、第 1 工程 と第 3 工程で得た、点 A と点 B における h m a

x ( P 3 ) を比較することで、点 A と点 B 1 のどち らがより好ま しい伝送条

件に対応するのかを決定する。

[0072] なお、第 1 工程や第 3 工程において h m a X ( P 3 ) を把握するための伝

送電力の値は、 1 つに限定されず、複数であってもよい。図 1 7 に示される

2 点では、点 A よりも点 B 1 の条件の方が、 D i p が大 きい。 このため、無

線電力伝送装置を点 A の条件で動作させることも可能である。追加第 3 工程

として、更に f s / f p を点 B 2 に変化させた後、追加第 4 工程 として、点

A と点 B 2 の f s / f p における h m a x ( P 3 ) を比較 してもよい。 こう



することにより、点A と点 B 2 のどちらがより好ましい伝送条件に対応する

かを決定できる。

[0073] f s / f p の値が異なる複数の条件で最大伝送効率を測定することにより

、 f s / f p のより好ましい値を求めることが可能になる。図 1 7 に示され

る3 つの点A 、 B 1、 B 2 の中では、点 B 2 の f s / f p が D ί p を最も小

さくする。

[0074] 点 Β 2 の f s / f ρ で動作させる場合に、図 8 A および図 9 A のどちらの

伝送周波数制御パターンが最適なのかは、第 1工程で既に取得 していた情報

に基づいて決定され得る。

[0075] 次に、第 5 工程として、電力値を、一旦、他の値 P 4 に固定 し、伝送周波

数を細かく掃引 し、その電力値 P 4 における最大効率を導出する伝送周波数

f h m a X ( P 4 ) を決定する。更に、伝送電力をP 4 から変化させながら

同様の試験を行い、 f h m a x の電力依存性を取得する。

[0076] 、このように送受アンテナの可変周波数制御と伝送周波数制御の両制御の

採用により、より高効率な電力伝送動作を実現することが容易となる。

実施例

[0077] (実施例 1 )

以下、本発明の実施例 1 を説明する。

[0078] 送電アンテナおよび受電アンテナは、その共振周波数を2 5 0 k H z 付近

となるように設計 した。例えば送電アンテナは、インダクタンスが4 1 . 0

8 H の第 1 ィンダクタとキャパシタンスが 9 . 6 9 n F の第 1容量素子と

を直列に接続することによって作製された。受電アンテナは、インダクタン

スが 4 . 0 8 Η の第 2 インダクタと第 2 容量素子とを並列に接続 して作

製された。送電アンテナと受電アンテナの共振周波数比は、第 2 容量素子の

キャパシタンスを調整することで実現 した。

[0079] 第 1 および第 2 インダクタは、共に、直径 8 0 mの銅配線を3 0 0 本ず

つ互いに絶縁 して並列に配置 して構成 したリッッ線により実現 した。 2 つの

インダクタの外形は共に直径 1 2 c mの円形であり、巻数は 2 0 に設定 した



。送電アンテナ （共振器）の無負荷 Q値 は 4 5 0 であ った。送電アンテナ と

受電アンテナは、互いの形成面 を平行 に対向 して配置 し、対抗面間の間隔 g

を 1 . 2 ~ 5 . 5 c m の範囲で変化 させることによ り、結合係数 を 0 . 5 か

ら0 . 1 の範囲で変化 させた。最適な f s / f p の値 は各結合係数条件 によ

つて異なる。 よって、上述 した間隔 g 条件での結合係数 を導 出 した後、計算

機 シ ミ ュ レー シ ョンによって導 出された最適な f s / f p 値 とすべ く、送受

アンテナの各ィンダクタンスゃキャパシタンスの値 を微調整 した。 ィンダク

タンスの調整 は、巻 き線数 を初期値 2 0 か ら異なる値 に違えた り、隣接する

巻 き線間の間隔を局所的に調整 した りすることで可能であ った。 キャパシタ

ンスの調整 は、積層セラミックコンデ ンサの容量値 を変化 させることで実現

で きた。

[0080] 図 1 8 A は、 k = 0 . 1 の場合 における実施例 1 についての伝送効率 と伝

送電力 との関係 を示すグラフである。図 1 8 B は、図 1 8 A の伝送効率 を得

るときの伝送周波数 と伝送電力 との関係 を示すグラフである。図における·

は f s / f p = 0 . 9 9 5 の場合、 △ は f s / f p = 0 . 9 8 5 の場合、 口

は f s / f p = 1 . 0 の場合 （参考例）を示す。 · の f s / f p は、式 2 の

関数 F ( k ) で示 される基準値 にほぼ等 しいが、 △ の f s / f p は式 2 の関

数 F ( k ) で示 される基準値 よ りも小さい。

[0081 ] 図 1 8 A か らわかるように、 f s / f p = 1 . 0 の場合、伝送電力が約 5

0 % で伝送効率が局所的に低下する D i p が観察 される。 しか し、 f s / f

p = 0 . 9 9 5 の場合、 そのような D ί p は観察 されない。 f s Z f p = 0

. 9 8 5 の場合は、 f s / f p = 1 . 0 の場合 に比べて大 きな D ί p が観察

される。 f s / f ρ = 0 . 9 8 5 の場合、伝送周波数 は、図 1 8 Β に示 され

るように変化 している。 この変化のモー ドは、図 9 Β に示 されるパ ター ンを

有 している。一方、 f s / f ρ = 1 . 0 の場合、伝送周波数 は、図 1 8 Β に

示 されるように変化 している。 この変化のモー ドは、図 8 Β に示 されるパ タ

— ンを有 している。なお、 f s / f ρ = 1 と した場合での、送受電アンテナ

の共振周波数 は 2 5 1 . 7 k H z で、奇モ一 ド共振周波数 f L は 2 4 0 k H



z で、偶モー ド共振周波数 f H は 2 6 5 . 4 k H z であった。また、 f s /

f p = 0 . 9 9 5 とした場合の、送電アンテナの共振周波数は 2 5 0 k H z

で、受電アンテナの共振周波数は 2 5 2 . 5 k H z で、奇モー ド共振周波数

f L は 2 3 9 . 9 k H z で、偶モ一 ド共振周波数 f H は 2 6 5 . 2 k H z で

あった。また、 f s / f p = 0 . 9 8 5 とした場合の、送電アンテナの共振

周波数は 2 4 7 . 7 k H z で、受電アンテナの共振周波数は 2 5 1 . 5 k H

z で、奇モ一 ド共振周波数 f L は 2 3 9 . 9 k H z で、偶モ一 ド共振周波数

f H は 2 6 5 . 2 k H z であった。

[0082] 図 1 9 A は、 k = 0 . 2 の場合における実施例についての伝送効率と伝送

電力との関係を示すグラフである。図 1 9 B は、図 1 9 A の伝送効率を得る

ときの伝送周波数と伝送電力との関係を示すグラフである。図における· は

f s / f p = 0 . 9 8 の場合、△ は f s / f p = 0 . 9 4 3 の場合、口は f

s / f p = . 0 の場合 （参考例）を示す。· の f s / f p は、式 3 の関数

F ( k ) で示される基準値にほぼ等 しいが、△ の f s / f p は式 2 の関数 F

( k ) で示される基準値よりも小さい。

[0083] 図 1 9 A からわかるように、 f s / f p = 1 . 0 の場合、伝送電力が約 5

0 %で伝送効率が局所的に低下するD i p が観察される。 しか し、 f s / f

p = 0 . 9 8 の場合、そのようなD ί p は観察されない。 f s / f p = 0 .

9 4 3 の場合は、 f s / f p = 1 . 0 の場合に比べて大きなD ί p が観察さ

れる。 f s / f ρ = 0 . 9 4 3 の場合、伝送周波数は、図 1 9 Β に示される

ように変化 している。この変化のモー ドは、図 9 Β に示されるパターンを有

している。一方、 f s / f ρ = 1 . 0 の場合、伝送周波数は、図 1 9 Β に示

されるように変化 している。この変化のモー ドは、図 8 Β に示されるパター

ンを有 している。 f s / f ρ = 0 . 9 8 の場合、伝送周波数は、伝送電力に

よらず、ほぼ一定である。なお、 f s / f p = とした場合 （送受電アンテ

ナの共振周波数は 2 4 7 . 7 k H z ) の、奇モー ド共振周波数 f L は 2 2 6

k H z で、偶モー ド共振周波数 f H は 2 7 6 . 8 k H z であった。また、 f

s / f p = 0 . 9 9 5 とした場合の、送電アンテナの共振周波数は 2 4 8 .



8 k H z で、受電アンテナの共振周波数は 2 5 0 . 1 k H z で、奇モ一 ド共

振周波数 f L は 2 2 5 . 9 k H z で、偶モ一 ド共振周波数 f H は 2 7 7 k H

z であった。また、 f s / f p = 0 . 9 4 3 とした場合の、送電アンテナの

共振周波数は 2 4 9 . O k H z で、受電アンテナの共振周波数は 2 6 4 k H

z で、奇モ一 ド共振周波数 f L は 2 3 3 . 1 k H z で、偶モ一 ド共振周波数

f H は 2 8 7 . 8 k H z であった。

[0084] 図 2 0 A は、 k = 0 . 3 の場合における実施例 1 についての伝送効率と伝

送電力との関係を示すグラフである。図 2 0 B は、図 2 O A の伝送効率を得

るときの伝送周波数と伝送電力との関係を示すグラフである。図における·

は f s / f p = 0 . 9 5 4 の場合、△ は f s / f p = 0 . 8 9 4 の場合、口

は f s / f p = 1 . 0 の場合 （参考例）を示す。· の f s / f p は、式 2 の

関数 F ( k ) で示される基準値にほぼ等 しいが、△ の f s / f p は式 2 の関

数 F ( k ) で示される基準値よりも小さい。

[0085] 図 2 O A からわかるように、 f s / f p = 1 . 0 の場合、伝送電力が約 5

0 %で伝送効率が局所的に低下するD i p が観察される。 しか し、 f s / f

p = 0 . 9 5 4 の場合、そのようなD ί p は観察されない。 f s Z f p = 0

. 8 9 4 の場合は、 f s / f p = 1 . 0 の場合に比べて大きなD ί p が観察

される。 f s / f ρ = 0 . 8 9 4 の場合、伝送周波数は、図 2 0 Β に示され

るように変化 している。この変化のモー ドは、図 9 Β に示されるパターンを

有 している。一方、 f s / f ρ = 1 . 0 の場合、伝送周波数は、図 2 0 Β に

示されるように変化 している。この変化のモー ドは、図 8 Β に示されるパタ

—ンを有 している。 f s / f ρ = 1 . 0 の場合、伝送周波数は、伝送電力に

よらず、ほぼ一定である。なお、 f s / f p = とした場合 （送受電アンテ

ナの共振周波数は 2 5 1 . 7 k H z ) の、奇モ一 ド共振周波数 f L は 2 1 8

. 8 k H z で、偶モー ド共振周波数 f H は 2 9 9 . 3 k H z であった。また

、 f s / f p = 0 . 9 5 4 とした場合の、送電アンテナの共振周波数は 2 4

4 . 1 k H z で、受電アンテナの共振周波数は 2 5 5 . 9 k H z で、奇モ一

ド共振周波数 f L は 2 1 8 . 8 k H z で、偶モ一 ド共振周波数 f H は 2 9 9



. 3 k H z であった。また、 f s / f p = 0 . 8 9 4 とした場合での、送電

アンテナの共振周波数は 2 3 2 . 2 k H z で、受電アンテナの共振周波数は

2 5 9 . 6 k H z で、奇モ一 ド共振周波数 f L は 2 1 3 . 2 k H z で、偶モ

- ド共振周波数 f H は 2 9 6 4 k H z であった。

[0086] 図 2 1 A は、 k = 0 . 4 の場合における実施例 1 についての伝送効率と伝

送電力との関係を示すグラフである。図 2 1 B は、図 2 1 A の伝送効率を得

るときの伝送周波数と伝送電力との関係を示すグラフである。図における·

は f s / f p = 0 . 9 1 7 の場合、△ は f s / f p = 0 . 8 3 7 の場合、口

は f s / f p = 1 . 0 の場合 （参考例）を示す。· の f s / f p は、式 2 の

関数 F ( k ) で示される基準値にほぼ等 しいが、△ の f s / f p は式 2 の関

数 F ( k ) で示される基準値よりも小さい。

[0087] 図 2 1 A からわかるように、 f s / f p = 1 . 0 の場合、伝送電力が約 5

0 %で伝送効率が局所的に低下するD i p が観察される。 しか し、 f s / f

p = 0 . 9 1 7 の場合、そのようなD i p は観察されない。 f s / f p = 0

. 8 3 7 の場合は、 f s / f p = 1 . 0 の場合に比べて小さなD ί p が観察

される。 f s / f ρ = 0 . 8 3 7 の場合、伝送周波数は、図 2 1 Β に示され

るように変化 している。この変化のモー ドは、図 9 Β に示されるパターンを

有 している。一方、 f s / f ρ = 1 . 0 の場合、伝送周波数は、図 2 1 Β に

示されるように変化 している。この変化のモー ドは、図 8 Β に示されるパタ

—ンを有 している。 f s / f p = 0 . 9 1 7 の場合、伝送周波数は、伝送電

力によらず、ほぼ一定である。なお、 f s / f p = とした場合 （送受電ァ

ンテナの共振周波数は 2 5 1 . 7 k H z ) の、奇モー ド共振周波数 f L は 2

1 2 . 8 k H z で、偶モー ド共振周波数 f H は 3 2 5 k H z であった。また

、 f s / f p = 0 . 9 1 7 とした場合の、送電アンテナの共振周波数は 2 5

2 . O k H z で、受電アンテナの共振周波数は 2 7 4 . 8 k H z で、奇モ一

ド共振周波数 f L は 2 2 1 . 4 k H z で、偶モ一 ド共振周波数 f H は 3 4 1

. 3 k H z であった。また、 f s / f p = 0 . 8 9 4 とした場合での、送電

アンテナの共振周波数は 2 5 1 . 1 k H z で、受電アンテナの共振周波数は



2 8 0 . 9 k H z で、奇モ一 ド共振周波数 f L は 2 2 4 . 4 k H z で、偶モ

- ド共振周波数 f H は3 4 3 5 k H z であった。

[0088] 図 2 2 は、 D ί p 率 （％) と f s / f p との関係を示すグラフである。こ

のグラフには、 k = 0 . 1、 0 . 2 、 0 . 3 、 0 . 4 、 0 . 5 の曲線が示さ

れている。図 2 2 からわかるように、 k が 0 . 1 から0 . 5 までの範囲で変

化 しても、 D i p 率が 0 % となる f s / f p の最適値が存在する。また、こ

の最適値からf s / f p が外れると、 D i p 率が増加する。

[0089] 図 2 3 は、 k = 0 . 3 、 f s / f p = 0 . 9 2 2 の場合において、伝送周

波数の制御を行うときの伝送効率 （wi t h f-ct r L) と、伝送周波数の制御を行

わないときの伝送効率 （w/o f-ct r L) とを示すグラフである。伝送周波数の

制御を行わない場合、伝送電力が相対的に大きな領域で伝送効率の著 しい低

下がみられる。 しかし、伝送周波数の制御を行って図 9 B に示すように変化

させると、伝送効率を大電力側で著 しく改善できることがわかる。

[0090] (比較例 1 ~ 2 )

実施例 1 では送電側アンテナと受電側アンテナの共振回路構成を非対称と

したが、送受アンテナを対称な共振回路構成とした比較例 1、 2 を作製 した

。比較例 1 では送受アンテナは共に直列共振回路、比較例 2 では送受アンテ

ナは共に並列共振回路で構成 した。実施例 1 と同様の検討を行い、定電圧動

作時の各伝送電力での最大伝送効率と、最大伝送効率を実現する伝送周波数

( ピーク周波数）とを導出した。ここでは、 k = 0 . 3 、 f s / f p = 0 .

9 2 に設定 した。比較例 1 の伝送効率の伝送電力依存性を図 2 4 に示す。

図 2 4 から明らかなように、比較例 1 の伝送効率は狭い範囲でのみ高い。ま

た、伝送周波数を制御 しても、伝送効率の改善は小さい。

[0091 ] 図 2 5 は、比較例 1 の伝送周波数と伝送電力との関係を示すグラフである

。図 2 5 から明らかなように、比較例 1 の伝送周波数は、電力伝送領域が小

電力側に向かうにしたがって、偶モ一 ド共振周波数 3 0 2 k H z を大きく超

えた値になっており、本願発明の実施形態の周波数制御条件にも従っていな

かった。同様に、送受アンテナのいずれも並列共振器から構成 した比較例 2



の伝送効率を図 2 6 に示 し、伝送周波数の伝送電力依存性を図 2 7 に示す。

これらの図から明らかなように、比較例 2 でも本発明の実施形態の効果は発

現 しなかった。

[0092] (比較例 3 )

実施例 1 では送受アンテナに計測用の高周波入出力端子を直結することに

より、外部回路から送受アンテナへの信号給電を行っていた。比較例 3 では

、外部回路から送受アンテナへの信号給電を、電磁誘導原理を用いて行った

。具体的には、それぞれ送受アンテナから3 m m離間 して対向 した直径 2 0

c m、巻き数 6 の非共振コイルを用い、外部回路から非共振コイルを励振 し

、非共振コイルから非接触で送受アンテナを励振 した。実施例 1 と同様の検

討を行い、定電圧動作時の各伝送電力での最大伝送効率と最大伝送効率を実

現する伝送周波数を導出した。比較例 3 、実施例 1 の伝送効率の伝送電力依

存性を図 2 8 に示す。図 2 8 からわかるように、比較例 3 では、小電力伝送

領域に向かうにつれ生 じる最大伝送効率の劣化が激 しい。また、図 2 9 より

明らかなように、比較例 3 の伝送周波数は、伝送電力の増大に従い単調に増

大 しており、本願発明の実施形態の周波数制御条件にも従っていなかつた。

これは、比較例 3 の構成が、奇モー ド共振のみを利用 して伝送電力の変動に

対応 していることを示 しており、偶奇共振モー ドを最大限利用する本願発明

の実施形態の動作原理とは異なることが実証された。

[0093] (比較例 4 、 5 )

比較例 4 と5 では、送受アンテナの一方に対 しては直結型の給電を行い、

他方には電磁誘導給電を行った。直結型の給電については実施例 1 と同様の

条件とした。また、電磁誘導給電については比較例 3 と同様の条件とした。

表 1 に、実施例 1 と比較例 1 ~ 5 の回路構成比較を示す。

[0094] 比較例 4 、 5 についても、実施例 1 と同様の検討を行い、定電圧動作時の

各伝送電力での最大伝送効率と最大伝送効率を実現する伝送周波数を導出し

た。図 3 0 より明らかなように、比較例 4 の伝送周波数は、電力伝送領域が

小電力側に向かうにしたがって、上昇する傾向を示 しており、本願発明の周



波数制御条件にも従っていなかった。同様に、比較例 5 の伝送周波数の伝送

電力依存性を示 した図 3 から明らかなように、比較例 5 も本発明の実施形

態の周波数制御条件に従っていなかった。

[0095] [表 1]

産業上の利用可能性

[0096] 本願発明の無線電力伝送装置の実施形態は、一定電圧を供給する電源回路

からエネルギー供給を受けて動作することが可能な、 A V機器白物家電など

のさまざまな機器への給電システムに適用できる。 A V機器は、例えばテレ

ビを含み、白物家電は、例えば洗濯機、冷蔵庫、およびエアコンを含む。

[0097] また、本発明の無線電力伝送装置の実施形態は、充電池を用いる電子機器

、電動バイク、電動アシス ト自転車、電気自動車への充電システムとして適

用することも可能である。これは、 リチウムイオン電池などの充電池への充

電制御の一つとして、定電圧での充電制御が要求される場合があるからであ

る。また、一定電圧で駆動するモータを伴う全ての電子機器に対 しても本願

発明のシステムの実施形態は適用 しうる。

[0098] また、太陽光発電システムにおいて太陽電池セルへの照射太陽光強度 （照

度）が変化 した場合、最大電力点 （最大電力を発電するための電流、電圧値

) は、電流が照度にほぼ比例 し、電圧はほぼ一定となることが知られている

。よって、本願発明の無線電力伝送装置の実施形態は、太陽光発電装置が発

電する電力を集電するシステムにも適用できる。

符号の説明

[0099] 0 0 伝送周波数制御部



発振器

送電アンテナ （送電側の共振器 )

a 第 1 ィ ンダクタ

b 第 1 キャパシタ

受電アンテナ （受電側の共振器 )

a 第 2 イ ンダクタ

b 第 2 キャパシタ

負荷

周波数変換回路

直列共振回路

並列共振回路



請求の範囲

[ 請求項 1] 共振磁界結合 によつて非接触で電力を伝送することがで きる一対の

アンテナであ って、一方は共振周波数が f s の直列共振回路であ り、

他方は共振周波数が f p の並列共振回路である一対のアンテナ と、

前記一対のアンテナの うち、高周波電力を送 る側のアンテナに接続

された発振器 と、

前記一対のアンテナ間を伝送 される電力の大 きさに応 じて伝送周波

数 を制御する制御部 と、

を備 え、

f s / f p は、 1 未満の値 に設定されている、無線電力伝送装置。

[ 請求項2] 前記制御部 は、

前記伝送周波数 と前記電力 との関係 を、前記一対のアンテナ間の結

合係数 k に依存する基準値 とf s / f p とに基づいて変化 させる、請求

項 1 に記載の無線電力伝送装置。

[ 請求項3] 前記制御部 は、

f s f の値 が前記基準値未満の場合 において、前記電力が基準値

P 1 よ りも低 いとき、前記伝送周波数 を、第 1 周波数範囲内の値 に設

定 し、前記電力が前記基準値 P 1 よ り高いときは、前記伝送周波数 を

、前記第 1 周波数範囲よ りも低 い第 2 周波数範囲内の値 に設定する、

請求項 2 に記載の無線電力伝送装置。

[ 請求項 4 ] 前記制御部 は、

f s f の値 が前記基準値 を超 える場合 において、前記電力が基準

値 P よ りも高いとき、前記伝送周波数 を、第 1 周波数範囲内の値 に

設定 し、前記電力が前記基準値 P 1 よ り低 いときは、前記伝送周波数

を、前記第 1 周波数範囲よ りも低 い第 2 周波数範囲内の値 に設定する

、請求項 2 に記載の無線電力伝送装置。

[ 請求項 5] 前記制御部 は、

f s f の値 が前記結合係数 k に依存する基準値 を超 える場合 にお



いて、前記電力が基準値 P 1 よ りも高いとき、前記伝送周波数 を、第

周波数範囲内の値 に設定 し、前記電力が前記基準値 P よ りも低 い

ときは、前記伝送周波数 を、前記第 1 周波数範囲よ りも低 い第 2 周波

数範囲内の値 に設定 し、

f s / f の値 が前記基準値未満の場合 において、前記電力が基準値

P 1 よ りも高いとき、前記伝送周波数 を、前記周波数 f Pよ りも低 い

第 1 周波数範囲内の値 に設定 し、前記電力が前記基準値 P よ りも低

いときは、前記伝送周波数 を、前記第 1 周波数範囲よ りも高い第 2 周

波数範囲内の値 に設定する、請求項 1 または 2 に記載の無線電力伝送

装置。

[ 請求項 6] 前記制御部 は、

f s / f の値 が前記結合係数 k に依存する基準値 に一致する場合、

伝送電力に依 らず伝送周波数 を一定値 に保持する、請求項 5 に記載の

無線電力伝送装置。

[ 請求項7] 前記基準値 は、前記結合係数 k の単調減少関数である、請求項 2 に

記載の無線電力伝送装置。

[ 請求項8] 前記基準値 は、 1 よ り小さ く、かつ、 — 0 . 7 3 0 9 x k2_ 0 . 0

2 6 9 X k + 0 . 9 8 6 2 と 0 . 0 8 x k2_ 0 . 3 5 7 x k + . 0 9

4 4 との間に含 まれる大 きさを有 している、請求項 7 に記載の無線電

力伝送装置。

[ 請求項 9] 前記制御部 は、

異なる制御パ ター ンで伝送周波数 を変化 させなが ら無線電力伝送 を

行 って伝送効率 を測定 し、前記伝送効率が最 も高 くなる伝送周波数の

制御パ ター ンを決定する、請求項 1 か ら 8 のいずれかに記載の無線電

力伝送装置。

[ 請求項 10] 前記制御部 は、

前記伝送電力の少な くとも 1 つの値 において、伝送周波数の増加 ま

たは減少に伴 つて伝送効率が上昇するか低下するかを評価 し、前記評



価結果 に基づいて伝送周波数の制御パ ター ンを決定する、請求項 1 か

ら 8 のいずれかに記載の無線電力伝送装置。

[ 請求項 11] 前記一対のアンテナは、 f s および f p の少な くとも一方 を変化 さ

せる共振周波数調整機能 を有 し、

制御部 は、無線電力伝送装置の設置後 に、 f s / f p の値 を変化 させ

る、請求項 1 か ら 8 のいずれかに記載の無線電力伝送装置。

[ 請求項 12] 制御部 は、無線電力伝送装置の設置後 に、異なるf s / f p の複数の

値で無線電力伝送 を実行 し伝送効率 を測定 し、前記伝送効率 に基づい

て通常動作時のf s / f p の値 を決定する、請求項 1 1 に記載の無線電

力伝送装置。

[ 請求項 13] 請求項 1 か ら 1 2 の何れかに記載の無線電力伝送装置 に使用される

送電装置であ って、

前記一対のアンテナの うち高周波電力を送 る側のアンテナ と、

前記 アンテナに接続 された発振器 と、

を備 える、送電装置。

[ 請求項 14] 請求項 1 か ら 1 2 の何れかに記載の無線電力伝送装置 に使用される

受電装置であ って、

前記一対のアンテナの うち高周波電力を受け取 る側のアンテナを備

える、受電装置。

[ 請求項 15] 請求項 1 か ら 1 2 の何れかに記載の無線電力伝送装置 に使用される

制御装置であ って、

前記一対のアンテナ間を伝送 される電力の大 きさに応 じて伝送周波

数 を制御する、制御装置。
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